
日本の 二 ズムの 変 

0 新庄和也，渡辺千般 ( 東工大社会理工学 ) 

日本の自動車企業は 1990 年代に売上高。 営業利益ともに 低迷し、 

各社厳し @ 、 状況となった。 しかしながら 日本の自動車企業の 中には 

2000 年代に入り売上高。 営業利益ともに 好成績を上げている 企業も 

存在している。 

また研究開発費 は 増加の一途をたどっており、 研究開発 投 

違いから、 プ一 リング推定法。 フィツクスト。 イフェク ト モデル、 

ランダム。 イフェク ト モデルの 3 つが存在する。 

は ) プ一 リング推定法 

時系列、 クロスセクションのデータをすべて 合体してすべての 変 

数が共通の母集団から 発生していると 考えて、 データを - 括して 扱 

ラケースであ る。 

要 性が高まり続けていることも 伺える。 
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研究開発強度 

図 @ 研究開発強度と 売上高営業利益率の 関係 

( ㏄ 00 年から 20 ㏄年 ) 

図五 は 日本の自動車企業の 研究開発強度と 売上高営業利益率をパ 

ネルテータ [2000 年から 20 ㏄ 年 ) として回帰分析を 行ったものた 

が、 正の相関があ ることが分かる。 つまり研究開発 投費と ㏄㏄年に 

おける好成績との 間に関連があ ることが示唆される。 

このような状況下の 中 19 銭 0 年代と 20 ㏄年代とで技術市場におけ 

る生産性やそこから 誘発される収益性の 違いを分析する 必要があ る " 

つ乙 的 

本研究では以下のこどをねらし 吐する。 

① 技術市場における 好循環メカニズムと 収益性の誘発を 分析 

② 好 循環メカニズムを 生んた要因の 明確化 

③ 好 循環メカコス ム の継続要因を 解明 

パネルデータによる 回帰分析のモテルはデータの 誤差項の性質の 

を 時間、 牡 ，を誤差 頃 として。 ひ ) 式の モデ 

ルを 考える。 

綾 "  ダ =  1,        , Ⅳ ; す =  1,      ., ア く l) 

( 工 ) 式の誤差 項 M,, 卸 2) 式のように表されるモデルを 考える。 

u,r = Ⅳ i+v,l は ) 

ひ ) 式と (2) 式を組み合わせたモデル ゆ ) 式は以下のように   @i り 

ダヵニは十 Ⅹ ん汐 + 卍 .+ れ (3 レ 

経済主体の異質性を 考慮して、 モデルの傾きは 同一だが   定数項 

がそれぞれの 主体で異なっていると 仮定しているモデルであ る 。 - - 

こでは固定効果を グ ミ - 変数でおく、 最小二乗 グ ミ ー 変数法 

㏄ STN Ⅵ を用いて分析を 行 う 。 

この モヂル では (3) 弍の固定効果 揮 ; が説明変数と 無相関であ るこ 

だ
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単純化のため 説明変数を一つとすると 
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これは同一主体内の ，と ㍉ [ が 相関していることを 表し、 効率的 

な 推定値を得るためには 一般化 小 二乗法 鰻棒 ) を用いて分析す 

る必要があ る。 

い ) 汗 検定 

プ一 リング推定法と ブイ ツクスト。 イ ブニクトモヂル の間の検定。 
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く 2)  ノ ㌔ ン 検定 

ブイ ツクスト。 イフェク ト モデルとランダム。 イフェク ト モデル 

との間の検定。 

プ一 リング推定法とランダム。 イフェク㌃モデルとの 間の検定。 

以上のパネルデータの 分析 は E.-v@ 。 w,5.l を 用いて分析している。 

分 騒 

が々 E (2003) は図 2 の循環構造を 明らかにし、 1990 年代の日本の 

自動車産業ではこれが 悪循環となっていることを 示した。 そこで 

20 ㏄年代において 図 2 の循環構造が 好循環に変遷したことをパネル 

データによる 回帰分析を用いて 示す。 

図 2. 研究開発と限界生産性と 全要素生産性との 関係   

藤本 (200% ほ 日本の自動車企業の 競争力回復の 最大要因 は 1990 

年代半ばから 起こった「設計簡素化」の 運動であ る、 と述べている。 そこ 

でコスト削減に 着目し、 原価率と研究開発強度、 原価率と売上高営業利 

益率との間の 関係を時差相関分析を 用いて分析している。 

現実の自動車業界の 状況からこの 要因を探ることとする。 

白木の自動車産業の 最大の強みは。 @ トヨタ生産方式」に 代表され 

る オペレーションであ る       して、 それこそが継続的コスト 削減を 

生んでいる、 と仮説が立つ。 

そのオペレ - ションによる、 生産性改善の 指標として ; 全要素生 

産性の変化率 J を用いることが 考えられるが、 ここで、 研究開発 投 

資の加速の条件には、 コスト削減は 継続性が必要であ り、 一過性の 

生産性改善の 高さは、 単発的な収益の 増大を生み出すだけであ るた 

め 、 r 全要素生産性の 変化率」で は 不十分であ ると考えられる。 

そこで新たな 変数として : 金 要素生産性の 変化率の変動係数 J を 

定義する。 

この全要素生産性の 変動係数と売上高営業利益事とを 比 

本分析に必要なデ - タ は 各企業の有価証券報告書、 日本経済新 

の日経 NERDS 。 東洋経済統計月報、 参考文献図を 用いて集めた。 
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図 3. 加重平均後の 全要素生産性変化率の 3 年移動平均の 推移   

図 3 より 1990 年代の前半。 半ばと減少傾向にあ った全要素生産性の 

変化率は 1998 年から上昇に 転じていることがわかる。 これは自動 革 産業 

全体の売上高が 上昇に転じ始めた 時期と一致している。 

    (4 Ⅰ 

入 

またけ ) 式から、 成長，企業の 研究 闘発 投資戦略が研究開発 投 

を 誘発していることがわかる。 

次に (5) 式を用いて、 技術ストック と 全要素生産性の 関係を分析し 
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        全 要素生産性の 変化率と技術ストツ タ の変化率の回帰分析 

いて、 技術ストックの 変化率が全要素生産性の 変化率を上昇させて 

いることが実証された。 

一 285 一 



渡辺 (2 ㈱りによれば 全要素生産性の 変化率は (6) 式で与えられるの 

で、 これで図 2 の循環 造が 2000 年代に入り好循環に 移ったことが 

示せた。 

ム % 児尹 あ ざ 托     (6 ラ 

五月 尹 る ㌻ ぷ 

次に 3.1 で示した好循環メカニズムが 収益性の上昇を 誘発していること 

を示す。 好 循環メカニズムの 技術ストックの 上昇が生産性の 改善や 

継続的イノベーションを 通じて、 収益上昇を誘発している。 と考え 

られるが、 それを n7) 式を用いて実証する。 

11 （ 1 「 併 き ツ 、 、 1 。 ッ み （ ア   
i 一 l 

表 2  収益性と技術ストン ク の上昇の回帰分析の 結果 

ブ イ ソタ ス㌻イフェウ 卜 0 ． 0@4 円・ 睡 6 0.525 

表 2 より 20 ㏄年代にだけもが 有意となっていることが 分かる。 つ 

      却 ㈱年代おいて、 技術市場の好循環による 技術ストッ タ の向上 

を 通じて、 収益性の上昇が 誘発されているこ                       

表 3 、 表 4 をみて分かるように 原価率の上昇 は タイムジ一に 売上高営業 

利益率の上昇を 生んでし滝が。 研究開発投資 は 2 期の期間をおいて 影 

響を与えていることが 分かる。 

つまり不況下においても 継続的 @c コス ㌃削減を行い、 その削減した 部分 

の資金を用いて 研究開発投資をし、 その結果として 現在の技術市場の 

好循環と収益性の 誘発を生んでいることが 分かる 

表 3 原価率との時差相関分析の 結果 

一 G %. ㏄ 弍 ya 

一 2 刊 ・ り ・ 3 枠 

  ギ ・ 肋 づ ・側 

  せ ・ 餌 柏眉唾 

  刊 ・越 せ博 2 

  田抽 づ・ 55 

  づ㏄ % 田 

表 4  原価率との因果関係 

原価率 づ 研究開発強度 2 

二ズ 分鰯鰭果 

高 収益企業と低収益企業の 刀 分類すること 考える。 分類 

に際しては。 ㏄㈱年代の平均 (20 ㈱年度から 20 ㏄年度 ) の売上高 

営業利益率を 用いる。 

表 5  自動車企業 <? 社の売上高営業利益率 ( ㏄㏄年代平均 ) 

日産 0095 

トョ タ 0088 

ホンダ 0086 

富士 盟 エ % 0057 

9 社平均 

スズキ 0040 

ダ中 " ッ 0028 

いす 団 0018 

マツダ 001S 

一   一   め 007 

また 表ぁ より 高 収益企業は 全要素生産件の 変化茎も高いことが 

分かる。 

表 6  自動車企業 s 社の全要素生産性の 変化率の推計 

秦ンダ 0187 023 む 娃 2%5 

マツダ 0230 0 @87 

ダイ /v ツ 0209 0224 0 20 フ 

スズキ 0 289 0 238 0 168 

いす 団 03% 024@ 0 @ さ 77 

6 349 0 下 27 0 @2 プ 

次に継続的な 生産性の改善を 示す指標として 用いている全要素生 
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る。 この図 4 から、 商変数には負の 相関かあ ることか言えそうであ 

る。 そこで以下のようにパネルデータによる 回帰分析を試みること 

とする。 
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図 4. 全要素生産性の 変化率の変動係数と 売上高営業利益率の 散布図 

モデル 弍は (8) を用いる。     

回帰分析の結果は 表 7 となっている。 この結果から   

⑮ %) 有意であ ることがわかる。 

表 7  自動車企業 8 社の変動係数と 売上高営業利益率の 

回帰分析の結果 

つまり ; 生産性の継続的改善 ! が 安定的であ るほど、 企業の収益 

性が高いことが 示唆される。 

①㏄ 鐙 年代の自動車産業の 売上高 c@ 上昇は技術市場の 績 環が 好循環 

に 代わったことにより 牽弔 はれて り庵 。 

②収益性。 市場評価の L 昇は技術市場の 好循環 

たものであ る。 

③技術市場の 好循環構造と 収益桂の誘発は 、 @   93 、 ㈹ 

た 設計簡素化の 運動による継続的コス㌃ 削減が、 研究開発投資を 加速さ 

せたことによるものであ る。 

④そして、 その継続的コスト 削減を可能にした 企業 co 能力として、 継続的 

な生産性の改善であ る， 

収益性上昇の 基盤となる生産性の 継続的改善は 、 トョタ に代表される 

自立的な組織によってなされているところであ り、 それが研究開発投資の 

加速要因となっている。 

そしてその研究開発 投 炎の加速が、 技術市場の好循環を 生み、 売上 

高上昇。 収益性上昇を 誘発している。 といえる。 

そして、 現在の生産性不安定。 井野循環型企業の 最も重要な課題は、 

生産性を継続的に 改善させる生産システムの 構築であ る。 と示唆される。 

継続的発露課題 

① 且 9 ㏄年代の好況期を 加えることで、 好況期から不況期、 そして好況期 

と 3 時代で分析を 行 j こと。 

②本研究をべ ー スに、 さらにミクロレベルで、 例えば代表的な 日米 

の自動車企業 ( トョタ 。 G 蝸などをより 詳細に分析することでよ 

り 詳細な結果が 得られる。 と期待される。 

③本分析では、 自動車産業の 内部だけを考慮し 分析した。 次に考え 

るべきたのは、 供給者であ る部品メーカーと 市場の条件を 考慮して 

分析することが 必要であ る。 と考えられる。 
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